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綜合警備保障株式会社 
東京都港区元赤坂一丁目６番６号 

令和５年６月27日 



貸借対照表（ 年３ 月 日現在）2023 31
（ 単位： 百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
Ⅰ 流 動 資 産

１ 現 金 及 び 預 金
２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金
３ 受 取 手 形
４ 売 掛 金
５ リ ース債権及びリ ース投資資産
６ 貯 蔵 品
７ 前 払 費 用
８ 立 替 金
９ そ の 他

貸 倒 引 当 金10

Ⅱ 固 定 資 産
１ 有 形 固 定 資 産

建 物(1)
構 築 物(2)
機 械 及 び 装 置(3)
車 両 運 搬 具(4)
工 具、 器 具 及 び 備 品(5)
土 地(6)
リ ー ス 資 産(7)
建 設 仮 勘 定(8)
レ ン タ ル 資 産(9)

２ 無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア(1)
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定(2)
電 気 通 信 施 設 利 用 権(3)

３ 投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券(1)
関 係 会 社 株 式(2)
長 期 貸 付 金(3)
長 期 前 払 費 用(4)
敷 金 及 び 保 証 金(5)
保 険 積 立 金(6)
前 払 年 金 費 用(7)
繰 延 税 金 資 産(8)
そ の 他(9)
貸 倒 引 当 金(10)

154,335
8,788

80,534
200

31,125
6,907
8,129
1,897
6,056

10,742
△ 47

197,029
45,192
11,188

318
16,399

6
2,363
8,901
2,152
2,580
1,281
8,044
6,949
1,094

0
143,792
15,502
94,170

362
288

5,150
193

14,355
1,979

12,134
△ 344

Ⅰ 流 動 負 債 69,778
１ 買 掛 金 16,286
２ 短 期 借 入 金 24,757
３ リ ー ス 債 務 3,497
４ 未 払 金 7,743
５ 未 払 費 用 3,344
６ 未 払 法 人 税 等 1,898
７ 未 払 消 費 税 等 563
８ 契 約 負 債 8,873
９ 預 り 金 2,496

そ の 他10 315

Ⅱ 固 定 負 債 23,775
１ リ ー ス 債 務 5,980
２ 再評価に 係る 繰延税金負債 314
３ 退 職 給 付 引 当 金 15,380
４ 預 り 保 証 金 1,387
５ 資 産 除 去 債 務 412
６ 事 業 損 失 引 当 金 299

負 債 合 計 93,553
純 資 産 の 部

Ⅰ 株 主 資 本 254,357
１ 資 本 金 18,675
２ 資 本 剰 余 金 32,742

資 本 準 備 金(1) 29,320
そ の 他 資 本 剰 余 金(2) 3,422

３ 利 益 剰 余 金 203,970
利 益 準 備 金(1) 792
そ の 他 利 益 剰 余 金(2) 203,178
別 途 積 立 金 14,000
繰 越 利 益 剰 余 金 189,178

△４ 自 己 株 式 1,030
Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,453

１ そ の 他有価証券評価差額金 6,838
△２ 土 地 再 評 価 差 額 金 3,385

純 資 産 合 計 257,811
資 産 合 計 351,364 負 債 及 び 純 資 産 合 計 351,364



損益計算書（ 年４ 月１ 日から 年３ 月 日ま で）2022 2023 31
（ 単位： 百万円）

売 上 高 248,977
売 上 原 価 180,021

売 上 総 利 益 68,955
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 52,070

営 業 利 益 16,885
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,335
そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,562 14,898

営 業 外 費 用

支 払 利 息 533
そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,057 1,590

経 常 利 益 30,192
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3
固 定 資 産 売 却 益 989
子 会 社 清 算 益 1
抱 き 合 わ せ 株 式 消 滅 差 益 552 1,547

特 別 損 失

子 会 社 株 式 評 価 損 441
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9
投 資 有 価 証 券 売 却 損 6
減 損 損 失 171
事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 299 928

税 引 前 当 期 純 利 益 30,811
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,869
法 人 税 等 調 整 額 463 6,332

当 期 純 利 益 24,478



株主資本等変動計算書（ 年４ 月１ 日から 年３ 月 日ま で ）2022 2023 31
（ 単位： 百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

そ の他資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越

利益

剰余金

当期首残高 18,675 29,320 3,422 32,742 792 14 ,000 173 ,508 188 ,301
当期変動額

△ △剰余金の配当 8 ,809 8 ,809
当期純利益 24 ,478 24 ,478
自己株式の取得

土地再評価差額金

の取崩
0 0

株主資本以外の 項

目 の 当 期 変 動 額

（ 純額）

当期変動額合計 － － － － － － 15 ,669 15 ,669
当期末残高 18,675 29,320 3,422 32,742 792 14 ,000 189 ,178 203 ,970

株主資本 評価・ 換算差額等

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

そ の他

有価証券

評価差額金

土地

再評価

差額金

評価・ 換算

差額等

合計

△ △当期首残高 1,030 238,688 6 ,038 3,384 2,653 241 ,342
当期変動額

△ △剰余金の配当 8,809 8 ,809
当期純利益 24,478 24 ,478

△ △ △自己株式の取得 0 0 0
土地再評価差額金

の取崩
0 0

株主資本以外の 項

目 の 当 期 変 動 額

（ 純額）

△800 0 799 799

△ △当期変動額合計 0 15,669 800 0 799 16 ,468
△ △当期末残高 1,030 254,357 6 ,838 3,385 3,453 257 ,811



個別注記表

（ 重要な会計方針に係る事項に関する 注記）

資産の評価基準及び評価方法

（ ） 重要な資産の評価基準及び評価方法1
ア 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法によ る原価法を 採用し ており ま す。……
そ の他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく 時価法（ 評価差額は全部純資産直入法によ り 処理し 、 売却原価は主と

し て移動平均法によ り 算定） を 採用し ており ま す。

市場価格のない株式等

移動平均法によ る 原価法を 採用し ており ま す。

イ デリ バテ ィ ブ 等の評価基準及び評価方法

時価法を 採用し ており ま す。

ウ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

主と し て先入先出法によ る 原価法（ 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法

によ り 算定） を 採用し ており ま す。

固定資産の減価償却の方法(2)
ア 有形固定資産（ リ ース 資産を 除く ）

定額法を 採用し ており ま す。

主な耐用年数は以下のと おり であり ま す。

建物及び構築物 ～ 年15 50
機械及び装置 ５ 年

イ 無形固定資産（ リ ース 資産を 除く ）

定額法を 採用し ており ま す。

なお、 自社利用のソ フ ト ウ エ ア につ いては、 社内における利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法を 採用

し ており ま す。

ウ 所有権移転外フ ァ イ ナン ス ・ リ ース取引に係る リ ース 資産

リ ース期間を 耐用年数と し 、 残存価額を 零と する 定額法を 採用し ており ま す。



（ ） 引当金の計上基準3
貸倒引当金 売上債権、 貸付金等の貸倒損失に備える ため、 一般債権については貸倒実績…………………

率に よ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権に つ いて は個別に 回収可能性を 勘案

し 、 回収不能見込額を 計上し ており ま す。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務及び年……………
金資産の見込額に基づき 計上し て おり ま す。 退職給付債務の算定にあた り 、

退職給付見込額を 当事業年度末ま での期間に帰属さ せる 方法については、 給

付算定式基準によ っ ており ま す。 過去勤務費用については、 そ の発生時にお

ける 従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ ５ 年） によ る 定額法によ

り 費用処理し ており ま す。 数理計算上の差異については、 各事業年度の発生

時に おける 従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 年） に よ る 定10
額法によ り 按分し た額を そ れぞれ発生の翌事業年度から 費用処理し ており ま

す。

事業損失引当金 特定の案件に係る 事業損失に備える ため、 今後の損失見込額を 計上し ており……………
ま す。

収益及び費用の計上基準(4)
ア 契約収入

役務の提供の結果と し て得ら れる 契約収入については、 顧客と の契約における 履行義務の充足に伴い、

一定期間にわた り 売上高と 売上原価を 計上し ており ま す。

イ 工事収入

リ ース やレ ン タ ルに よ り 提供する 警報機器の設置工事など 工期がご く 短期間の工事の結果と し て得ら れ

る 工事収入については、 工事完了の一時点で収益を 認識し ており ま す。

ウ 売却収入

商品の販売（ 販売する 商品の設置工事を 含む。） の結果と し て得ら れる 売却収入について は、 顧客への

引渡し の一時点で売上高と 売上原価を 計上し ており ま す。



（ ） そ の他計算書類の作成のための基本と なる重要な事項5
ア 繰延資産の処理方法

株式交付費 支出時に全額費用処理し ており ま す。………………………
イ 重要なヘッ ジ会計の方法

（ ア ） ヘ ッ ジ会計の方法 繰延ヘ ッ ジ処理を 採用し て お り ま す。 ま た 、 金利ス ワ ッ プ に つ いて は……………
特例処理の条件を 充たし ている場合には特例処理を 採用し ており ま す。

（ イ ） ヘ ッ ジ手段と ヘッ ジ対象 ヘッ ジ手段 金利ス ワ ッ プ……
ヘッ ジ対象 銀行借入金

（ ウ ） ヘ ッ ジ方針 金利変動リ ス ク の低減並びに 金融収支改善のた め、 内規に 基づき 、 金……………………
利変動リ ス ク を ヘッ ジし ており ま す。

（ エ ） ヘ ッ ジの有効性評価の方法 特例処理に よ っ て いる 金利ス ワ ッ プ に つ き ま し て はヘ ッ ジの高い有効…
性がある と みなさ れる ため、 有効性の評価は省略し ており ま す。

（ 会計方針の変更）

（ 時価の算定に関する会計基準等の適用）

「 時価の算定に関する 会計基準の適用指針」（ 企業会計基準適用指針第 号 年６ 月 日。 以下「 時31 2021 17
価算定会計基準適用指針」 と いう 。） を 当事業年度の期首から 適用し 、 時価算定会計基準適用指針第 ２ 項に27-
定める 経過的な取扱いに従っ て 、 時価算定会計基準適用指針が定める 新たな会計方針を 将来にわた っ て適用す

る こ と と いたし ま し た 。 なお、 当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であり ま す。



（ 会計上の見積り に関する 注記）

関係会社株式

１ 当事業年度の計算書類に計上し た金額

百万円94,170
２ 識別し た項目に係る 重要な会計上の見積り の内容に関する情報

当事業年度末における 関係会社株式には、 過去の に よ り 取得し た も のが含ま れており 、 そ の取得金M&A
額は、 対象会社が当社グ ループ に 加入し た こ と に よ る 超過収益力を 期待し て 決定し た も のであ り ま す。 ま

た 、 一部の関係会社株式については、 対象会社ではなく 、 当社など において発現さ れる こ と が期待さ れる シ

ナジー効果を 期待し て取得金額を 決定し たも のと なっ ており ま す。

関係会社株式に係る 評価の検討は、 超過収益力やシナジー効果が将来に亘っ て発現する かに着目し て行っ

て お り 、 対象会社の事業計画（ 当社など に発現が期待さ れる シナジー効果の計画を 含む。） に沿っ て利益や

キャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーが計上さ れて いる かを 毎月モ ニ タ リ ン グ し ており ま す。 当該事業計画については、 受注

の状況、 人員計画ま たは介護施設の開設状況など について一定の仮定を 置いて策定し ており ま す。

将来、 何ら かの理由によ り 設定さ れた事業計画の達成が危ぶま れる 状況と なっ た場合には、 前述の仮定に

ついて当初見積り の変更を 迫ら れる こ と で関係会社株式評価損を 計上する 可能性があり 、 翌事業年度の計算

書類における 関係会社株式の計上額に重要な影響を 与える 可能性があり ま す。

（ 貸借対照表に関する 注記）

１ 担保に供し ている 資産

出資会社の借入金に対し て下記の資産を 担保に供し ており ま す。

投資有価証券 百万円1

２ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円131,037

３ 保証債務

次の子会社の債務について 、 債務保証を 行っ ており ま す。

介護㈱の賃借不動産に係る 未経過リ ース料 百万円ALSOK 990

４ 関係会社に対する 金銭債権及び債務は次のと おり であり ま す。

短期金銭債権 百万円8,368
長期金銭債権 百万円257
短期金銭債務 百万円23,521



５ 土地の再評価

土地の再評価に関する 法律（ 平成 年３ 月 日公布法律第 号） 及び土地の再評価に関する 法律の一部を10 31 34
改正する 法律（ 平成 年３ 月 日公布法律第 号） に基づき 、 事業用土地の再評価を 行い、 土地再評価差額11 31 24
金を 純資産の部に計上し ており ま す。

再評価の方法

土地の再評価に関する 法律施行令（ 平成 年３ 月 日公布政令第 号） 第２ 条第４ 号に定める 地価税10 31 119
法（ 平成３ 年法律第 号） 第 条に規定する 地価税の課税価格の計算の基礎と なる 土地の価額を 算定する69 16
ために 、 国税庁長官が定めて公表し た方法によ り 算出し た価額に基づいて、 奥行価格補正等合理的な調整を

行っ て算出し ており ま す。

再評価を 行っ た年月日

年３ 月 日2002 31

再評価を 行っ た土地の期末における 時価が再評価後の帳簿価額を 下回る 額

百万円310

（ 損益計算書に関する 注記）

関係会社と の取引高

営業取引によ る取引高

売上高 百万円12,210
営業費用 百万円38,008

営業取引以外の取引高 百万円12,028

（ 株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する 事項

株式の種類
当 事 業 年 度
期首株式数（ 株）

当 事 業 年 度
増加株式数（ 株）

当 事 業 年 度
減少株式数（ 株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株）

普通株式 －782,282 128 782,410

（ 注） 普通株式の自己株式増加 株は、 単元未満株式の買取り に伴う 増加であり ま す。128



（ 税効果会計に関する 注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （ 単位： 百万円）

未払事業税 266
貸倒引当金損金算入限度超過額 119
退職給付引当金損金算入限度超過額 4,709
減価償却限度超過額 474
警報機器設置工事費否認 3,416
投資有価証券評価損 99
土地再評価差額金 1,611
そ の他 971

繰延税金資産小計 11,669
△将来減算一時差異等の合計に係る 評価性引当額 2,143

繰延税金資産合計 9,526
繰延税金負債

△そ の他有価証券評価差額金 3,018
△前払年金費用 4,395

△外国株式配当減額 115
△土地再評価差額金 314

△そ の他 17
△繰延税金負債合計 7,861

繰延税金資産の純額 1,664
（ 注） 繰延税金資産の純額は、 貸借対照表の以下の項目に含ま れており ま す。

固定資産―繰延税金資産 1,979
固定負債― △再評価に係る繰延税金負債 314



（ 関連当事者と の取引に関する 注記）

子会社

名称又は氏名
議決権等
の所有（ 被
所有） 割合

関連当事者
と の関係

取引の内容
取引金額

（ 百万円）

取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引によ り 発生
し た債権又は債
務に係る 主な項
目別の当事業年
度末日における

残高
（ 百万円）

取引条件
の変更

日本フ ァ シ リ
オ㈱

（ 所有）
直接 ％91.6 子会社

資金の借入

利息の支払

△ 132

43
（ 注）

短期借入金
7,723

未払費用
6

―

（ 注） 短期借入金は、 当社グループ 内の資金効率を 高める こ と を 目的と し て借り 入れたも のであり ま す。 借入
金の金利については、 市場金利を 勘案し て決定し ており ま す。

（ １ 株当たり 情報に関する 注記）

１ １ 株当た り 純資産額 円 銭2,546 09
２ １ 株当た り 当期純利益金額 円 銭241 74

（ 収益認識に関する注記）

顧客と の契約から 生じ る 収益を 理解する ための基礎と なる 情報は、「 連結注記表（ 収益認識に関する 注記）」 に

同一の内容を 記載し ている ため、 記載を 省略し ており ま す。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注： 記載金額は、 表示単位未満を 切り 捨てており ま す。


